
「離婚」問題にとって、
ヒ、ツグデータは元凶か福音か？
日本が直面している社会課題を解決するためにヒツクデータの活用を提案する野村総合研究所ICT・メディア産業コンサルテインク部

の鈴木良介主任コンサルタン卜。弊誌では、毎回違うテーマで「社会課題を解決するヒツクデータの活用Jを鈴木氏に提案してもらう。

第32回は「 『離婚』問題にとって、ヒ‘ックデータは元凶か福音か？Jである。

む鈴木良介 i~~~a：~ jp i ~；；~:i問研究所氾T· .><7'1ア産業ーテM部

日Facebook離婚と訴訟の泥沼化

2012年の圏内離婚件数は、約23万

7,000件である。直近傾向としては

2002年の約29万件をピークに減少傾向

にあるが、 1950～70年代の7万～8.5

万件と比較すると、依然約3倍以上と多

い。なお、自倣脅に伴う訴訟は年間約6万

7,000件である。

自然災害や、自動車事故、断続など

と比較した場合、「離婚」の増大は私的

な課題であり、 社会課題とは呼びにく p

点もある。一方で、ソーシャルネッ トワ

ークサービスなど、ウェブサービスの普

及とビッグデータの活用拡大は、閣改皆の

原因としても解決策としても、その存在

感を増しつつある。本稿では、「商m婚」

の原因・ 施策両面からビッグデータがど

のような影響をもたらしているか、事例

を紹介する。

イギリスの離婚情報サイ トDivorce

Online Blogは、 Facebook関連離婚の

増大を警告している。これは、 同ブログ

が英国での離婚訴訟に関する司科犬5,000

通を分析したと乙ろ、 Facebookを理由

として挙げたものが 2011年には 33%

を占めたものだ。2009年に行われた同

種の調査とよ凶変しでもI勧日傾向にある。

駈婚につながる Facebook利用の具体例

としては、「異性に対する不適切なメッ

セージの送付」「別居中の配偶者との悪
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意あるメッセージのやり取り」「Face

book上での友人から配偶者の振る舞い

に関する情報が寄せられること」などが

挙げられている。電話などと違い、証拠

が押さえられやすくなったごとに加え、

古い人間関係が保存 ・可視化 ・復旧しや

すくなったことも、理由の一つだろう。

同ブログの編集者であるマーク ・キー

ナン氏は、ソーシャルメディアが主要な

コミュニケーションのツールとなったこ

とによって、浮気をするにせよ、夫婦双

方に対する不満を吐き出すにせよ、ソー

シャルメディアサービスを介して行われ

るようになってきたとしている。

ウェブサービスを介して得られたデー

タは、自！日骨の契機としてのみならず、離

婚訴訟の泥沼化にも大きな役割を果たし

ている。弁誰士情報サイ トを運営する リ

チヤード・コマイコ氏は、もしも離婚訴

訟になった場合には、元配偶者が普段よ

く利用していたスーパーにおける購買記

録の提出を求めるだろうとしている。

なぜならば、購買パタンは親権の決定

や、慰説材ヰの決定などと大きく関連する

ためだ。例えば、大量かつ定期的に酒を

H能人している言己主奈があれば、「アルコー

ル依干割主の恐れがあるため、子育てをす

るには不適当」とLEう主張ができる。ま

た、 もしも、ファス トファッションの店

で毎回の買い物額が 10万円を超えてい

る、ということが明らかにされれば、慰

謝料が無駄遣いされているという疑義を

与えることになる。それによって自分に

有利となるような法廷闘争が可能になる。

なお、 小売店は法廷に百晩されること

がなくとも、お客さんが高帥脅したことを

検知できる。一般的にライフスタイルが

変わった場合、購買パタンも変わるが、

自問皆においても同様の変化が生ずるため

だ。例えば、家具、 リネン類、ダイエッ

ト食品、冷凍食品など、に関する購買パタ

ンの変化は、高帥居が発生したことを示す

ーっの兆候になるとしヴ 。同居人の変化

などを示唆するためだろう。結婚、妊娠、

子供の成長に関する情報を商機につなげ

ることはよく知られているが、小売店に

とっては離婚も一つの商機になるかもし

れない。

目前兆傾向の把握

データの活用は閥的脅直後の検知にとど

まらない。障問居の前j凶食知にも用いられ

る。小売店が保有するデータが、事擁争

いで大きな役割を果たすのであれば、法

廷に持ち込まれる前に、それらのデータ

を泥沼化回避のために用いることは合理

的だろう。例えば、酒煩の購入量がどん

どん増えることは、副（婚の兆候の一つに

なるという。

また、 前兆検知については、 2011年

のマ リッサ ・メイヤ一氏（当時Google



f生、現J王Yahoo!CEO）によるスピーチ

で、も触れられている。クレジットカード

の履歴を僻析することで、 2年先の離婚

の可能性まで、ある程度の精度で分析で

きるようになるというものだ。クレジッ

トカード会社としては、これを支ナiJi延

リスクの評価に活用しているとLヴ。

マリッサ ・メイヤ一氏と同じく、

Google出身のダグラス・メリル氏は、

消費者金融向けのアルゴリズムを提供す

るZest Finance C: i＇う会社を立ち上げ

た。同社は、与信高度化のためにデータ

を活用している。例えば、オンライン上

で惜入申し込みをした顧客が、借入上限

のぺージばかりを見て、返済方法のペー

ジはTif~.志していなかったとしたら、リス

クが高いかもしれない。申し込み顧客の

住んで、いるエリアの物価から得られる示

唆もある。一つひとつのパラメータは寄

与度が低くても、細かいデータを積み重

ねることで、 貸出先舵次、デフォル卜率

低減が実現できる。離婚を夫婦関係の破

綻とみれば、 Zest Financeの取り組み

と同じ発想であると言える。

日円満な夫婦関係構築につなげる

離婚する人は弁設士や小売店を儲けさ

せるために離婚をするわけではない。離

婚回避そのもののためにデータを活用し

ている事例はないのだろうか。

数学者ジェームス ・マーレ一氏と、 心

理学者ジョン ・ゴッ卜マン氏による取り

組みは、出品凶三活がうまくしミく かどうか

を評価し、より良い生活のための改善プ

ログラムをJ剖共している。この実験では、

夫婦双方が金銭や家族関係など、 価値観

の歯臨百が生じやすいテーマについて意見

を表明し、双方の発言に対する評価を行

ってLEく、という形で、評価が行われた。

研究に参加した 700組のカップルに

対して追跡調査がなされたが、 94%の

精度にて離婚を予測した。なお、「結婚

生活がf断、売する」と予測していたにもか が保有するデータを活用することによっ

かわらず、離婚に至った事例においては、 て、「価値観が近くて、そもそも師．婚し

ー刷虫｜］発型カップルであったと事後的に にくそうな関係性評価」を行うような取

分析されている。

また、ゴ、ツ トマン氏は前述の分析に基

づき、 トレーニングや夫婦関係の関係改

善プログラムの開発などを行い、提供し

ている。

前述で示したように、現在は実験室環

境でのデータしか用いていないが、これ

は今後さまざまな樹買のデータによって

代替することが考えられるだろう。スー

ノT一、デパートにおける買L斗釧頃向や、

預貯金 ・投資に関する尭績および意向を

示すデータはさまざまな事業者が収集 ・

蓄積を行っている。そのようなデータを

組み合わせることにより、より実践的な

関係把握と、関係悪化に対する笹告が可

能になるかもしれない。極端なことを言

えば、購買デー夕、位置デー夕、預貯金・

投資デー夕、スケジュール111長データなど

から、「ru王の奥さんイライラ係数」を

導出し、関係悪化を食い止める一助とす

る乙とにつなげられるだろう。

このような施策は誰が行うことになる

のだろうか。非営利での取り組みももち

ろん想定されるが、「家族仲が良いこと

が商売の大前提jであるような事業者、

例えばノ、ウスメーカーや、 家b矢向けのレ

ストランを運営する事業者ーなどが、その

担い手になるかもしれない。

もっと直接的には、結婚·t~I~.締：業者が

結婚時の相性評価と併せてこの種の分析

と助言を今後行う ことは想像に斯くない。

国内の大手結婚相談事業者のうち、ツヴ

アイはイオングループに属し、オーネッ

トは楽天グループに属している。いずれ

も生活者に関する多種多様なデータを大

量に保有する事業者だ。

消費者からデータ利用の合意を取るな

ど障壁はあるものの、これらのグループ。

り組みが始まることは荒唐無稽な話では

ないだろう。また、結婚後も、関係悪化

につながらないような手立てが講じられ

るかもしれない。

例えば、 妻の買い物に付き合いたくな

い夫と、 一人で買p物をしていた方がよ

り購入金額と満足度が高まる妻が、連れ

添って店に来た場合を想定しよう。この

とき、全員が幸せになるためには、夫婦

が別行動をとることを促進する必要があ

る。妻への割引クーポンと、 夫へのコー

ヒークーポンを組み合わせて提供すると

i Eった施策は合理的だ。

本連載では、これまで、に企業や社会の

謀題を解決するためにビッグデータを活

用する事例を紹介してきた。夫婦は経済・

社会活動における最小d邸哉だ。もっとも

勘と組験で進められているこの人間関係

においてもデータ活用が進展していくと

は考えられないだろうか。
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